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１５ １６ １７ １８
保育所整備情報の
積極的提供

保育所整備に関する情報を、市ホーム
ページの「子育て情報局」を通じて積極的
に提供する。

検討 実施 推進 →→→ 保育所整備
に関する最
新情報が常
に提供さ
れ、事業者
が参入しや
すい環境が
整うととも
に、市民が
保育所を選
ぶ目安と
なっている。

計画どおり

ホームページに掲載する情報についての
検討を行った。
（市有地貸付・整備促進事業・賃借料補助
事業等事業者募集説明会資料、保育所整
備実施法人情報、工事進捗状況、用地・床
等提供者情報等）

（検討段階）

子育て白書の発行 子育てに関する行政や地域の取組、さら
に予算額や決算額などを紹介し、市民、
NPO、行政職員などが事業を評価したり、
今後の子育て支援事業のあり方を検討で
きるような資料となるような冊子を作成す
る。

編集委員会
の設置
白書の発行

白書の発行 白書の発行 白書の発行 市民に分か
りやすい情
報提供

計画どおり

関係局・課及び市民、１１人で構成する「よ
こはま子育て白書編集会議」を設け、４回
の検討を実施し作成した。

広告料収入を導入
歳入実績　８万円
（裏表紙 内・外全面
Ａ４×２）

民間保育所への第
三者評価の導入

市有地の貸与により整備・運営している民
間保育所に第三者評価を導入する。

検討 実施 推進 →→→ サービスの
質の向上及
び利用者の
保育所選択
時の情報提
供の促進

計画どおり

市有地貸与先法人の選考過程で第三者評
価の実施意向について確認した。

（検討段階）

次世代育成支援行
動計画の策定に向
けた市民との協働

「子育て支援計画」に代わる、次世代育成
支援対策推進法に基づく、市の「次世代
育成支援行動計画」の策定にあたり、市民
を含む検討委員会を設置する。

市民ニーズ
調査

既存・新規
施策の検討
市民を交え
た検討委員
会を設置
し、行動計
画策定

進捗状況の
把握・評価

進捗状況の
把握・評価

行動計画の
策定にあた
り、子育て
支援サービ
スの利用者
及び提供者
である市民
の参加を得
る。

計画どおり

９月補正予算で、緊急地域雇用創出特別
対策補助金を導入してニーズ調査の予算
を計上し、調査会社に委託して約２万人の
小学生までの児童の保護者を対象に、アン
ケート調査を実施し、結果を県に報告した。
　回収数：８,７３６通（回収率４２.７％）
また、子育て関連施設、１２１施設での調査
員による聞き取り調査を実施した。
１６年度には行動計画策定に向け、調査結
果を基に子育てにかかるサービスの推計
ニーズ量の把握を行う。

（検討段階）

15年度実績アクションプラン
実施内容・振り返り 実施による効果目　標

スケジュール
取 組 項 目 内　　　　　　　容
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１５ １６ １７ １８

15年度実績アクションプラン
実施内容・振り返り 実施による効果目　標

スケジュール
取 組 項 目 内　　　　　　　容

市民を含めた地域
子育て支援センター
機能の検討

市民・ＮＰＯ・学識経験者・行政等による検
討委員会を設置し、地域子育て支援セン
ターの機能として考えられる、「子育て相
談」、「親と子のつどいの場の提供」、「育児
教室」、「子育て支援情報の発信」などの
サービス提供についての検討を実施。

検討委員会
の設置

地域子育て
支援セン
ター機能の
検討

整備計画の
検討

推進 子育て支援
に関する各
種サービス
の一体的な
提供機能の
拡充

計画どおり

学識経験者、市民団体、幼稚園・保育園関
係者、社会福祉協議会職員、区役所職員
で構成する「地域における子育て支援検討
会」を設置。１０月～１月にかけて「親子の
居場所」、「子育て支援情報の提供方法」、
「人材の育成」等をテーマに検討を行った。
その成果として、１６年度は「地域における
子育て支援モデル事業」を４区において実
施し、その中で地域子育て支援センター機
能の検証を行う予定。

（検討段階）

市民を含めた病児・
病後児保育と産後
ヘルパー事業実施
の検討

市民・ＮＰＯ・学識経験者・行政等による検
討委員会を設置し、病児・病後児保育と産
後ヘルパー事業の、ニーズや制度の検討
を実施。

検討委員会
の設置

モデル事業
の検討・実
施

モデル事業
の実施

事業評価 様々な保育
等の実施に
よる、地域
における子
育て支援の
拡充

計画どおり

保育園関係者、医師会、市民団体、民間
事業者、区役所職員で構成する「病児保
育・産後支援ヘルパー事業検討会」を設
置。９月～１２月にかけて事業実施に向け
た検討を行った。その成果として、１６年度
から病児保育事業及び産後支援ヘルパー
事業を実施する予定。

（検討段階）

子育てサポートシス
テムの拡充

子育てサポートシステムをより利用しやす
い制度とするためには、提供会員及び利
用会員の一層の拡充が不可欠となってい
る。そのために、新たな市民団体の参加な
どを含めた拡充策を検討・実施する。

拡充策の検
討

実施団体の
調整等

拡充策の実
施及びＰＲ

推進 市民にとっ
てより身近
で利用しや
すいシステ
ムとなり、会
員数及び援
助件数が平
成14年度に
比べ１．５倍
となってい
る。

計画どおり

会員の拡充を目指し、入会説明会を実施
するとともに提供会員研修やフォロー研修
を開催し、人材育成を図った。
・１６年３月３１日現在
　利用会員数　２,３６７人
　提供会員数　　 ６４５人
　両方会員数　　 ２３０人
　合計　　　　 　３,２４２人
　うち障害児対応可能提供会員数　２１７人

・１５年度（４月～２月）援助活動数
　２０,１０１件

会員数が１４年度末に比
べ
・利用会員が５７４人、
・提供会員が　７２人、
・両方会員が　４４人、
・合計で　　 　６９０人
　うち障害児対応可能提
供会員が８７人増加した。

援助活動件数が１４年度
の同時期に比べ７，６７１
件増加した。
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15年度実績アクションプラン
実施内容・振り返り 実施による効果目　標

スケジュール
取 組 項 目 内　　　　　　　容

放課後児童施策の
あり方検討

　児童のニーズ把握を出発点として、今後
の施策の方向性・事業内容を明らかにす
る。
　また、安定したサービス提供が可能となる
実施形態を明らかにするとともに新たな事
業の実施に向けて、具体的な調整等を行
う。

今後の施策
の方向性を
検討。

①課題の抽
出・整理等
②アンケー
ト調査の実
施
③青少年問
題協議会に
おける審議
の活用
④「子どもた
ちの放課後
懇話会」の
設置・運営

懇話会等に
おいて、実
施プログラ
ム等を検討

事業の実施
形態等を検
討。
実施に向け
た準備・調
整

放課後児童
の最も快適
で安全な時
間と場所の
確保に向け
た施策が確
立されてい
る。

計画どおり

・放課後の過ごし方のニーズを、直接子ど
もたちから把握するために、「わたしたちの
放課後子ども会議」を開催。（7/14北部方
面、7/16南部方面　各回３･４年生が１８人
ずつ参加）
・小学校児童・保護者（１区１校ずつ計１８
校）、保育園保護者（１区１園ずつ計１８園）
にアンケート調査を実施
　配布数：１８,７９０
　回収数：１４,４３８（回収率７６.８％）
・青少年問題協議会において策定された
「青少年プラン」の中において、「放課後
キッズクラブ事業」の位置づけを明確にし
た。
・学識経験者、市民団体代表、大学・高校
生等１２名で構成される「子どもたちの放課
後懇話会」を９月に設置、５回の会議、２回
のシンポジウム等を行い、１２月に提言（「放
課後児童育成施策の方向性」）が提出され
た。
　なお、懇話会の審議内容等については、
「子育て情報局」（ホームページ）へ掲載す
るとともに、「子どもたちの放課後ニュース」
を５回発行し、時機に応じた情報提供を実
施。（配布先：小学校、はまっ子ふれあいス
クール、放課後児童クラブほか）

放課後児童施策に関す
る課題の抽出、現状分析
及び児童や保護者の
ニーズ把握が進んだ。

多様な保育所整備
手法の導入

入所待機児童の解消に向けた、認可保育
所の効率的な整備手法、及び、様々な事
業主体が参入しやすい手法を検討の上導
入する。

検討
実施

推進 →→→ →→→ １８年４月時
点で待機児
童が解消し
ている。

計画どおり

１５年度は学校余裕教室活用・整備促進事
業を実施した。

新たな整備手法の導入
により、８か所　４７５人の
定員増が図られた。


